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○長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部改正 

 

栃木県規則第２号                                         

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。      

  令和４年２月17日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則               

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成21年栃木県規則第46号）の一部を次のように改正

する。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

 （所管行政庁が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項の規定により知事が必要

と認める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 住宅の構造及び設備が長期使用構造等である

旨が記載された確認書（住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下

「住宅品質確保法」という。）第６条の２第３

項に規定する確認書をいう。）又は住宅性能評

価書（同法第５条第１項に規定する住宅性能評

価書をいう。）の交付を受けた場合にあって

は、当該確認書若しくは当該住宅性能評価書又

はこれらの写し 

 (2) 略 

  

 

 

 (3)～(7) 略 

２ 省令第２条第３項の規定により知事が不要と認

める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 次に掲げる事項を明示することを要しないも

のとすることにより、省令第２条第１項の表１

又は表２の各項に掲げる図書に明示すべき事項

のすべてについて、明示することを要しないこ

ととなる同項の表１又は表２に掲げる図書 

  ア 前項第３号に規定する住宅型式性能認定書

の写しを添付した場合にあっては、長期優良

住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示

すべき事項のうち、当該住宅型式性能認定書

において、住宅性能評価の申請において明示

することを要しない事項として指定されたも

の 

イ 前項第４号に規定する型式住宅部分等製造

者認証書の写しを添付した場合にあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図

書に明示すべき事項のうち、当該型式住宅部

分等製造者認証書において、住宅性能評価の

申請において明示することを要しない事項と

して指定されたもの 

 （所管行政庁が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項の規定により知事が必要

と認める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 法第６条第１項第１号に掲げる基準に適合し

ている旨を証する書類（住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下 

「住宅品質確保法」という。）第５条第１項に

規定する登録住宅性能評価機関が交付したもの

に限る。）の交付を受けた場合にあっては、当

該書類 

 

 

 (2) 略 

 (3) 住宅品質確保法第５条第１項の規定による住

宅性能評価書の交付を受けた場合にあっては、

当該住宅性能評価書の写し 

 (4)～(8) 略 

２ 省令第２条第３項の規定により知事が不要と認

める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 次に掲げる事項を明示することを要しないも

のとすることにより、省令第２条第１項の表  

    の各項に掲げる図書に明示すべき事項

のすべてについて、明示することを要しないこ

ととなる同項の表     に掲げる図書 

  ア 前項第４号に規定する住宅型式性能認定書

の写しを添付した場合にあっては、長期優良

住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示

すべき事項のうち、当該住宅型式性能認定書

において、住宅性能評価の申請において明示

することを要しない事項として指定されたも

の 

イ 前項第５号に規定する型式住宅部分等製造

者認証書の写しを添付した場合にあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図

書に明示すべき事項のうち、当該型式住宅部

分等製造者認証書において、住宅性能評価の

申請において明示することを要しない事項と

して指定されたもの 
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○長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部改正 

 

栃木県規則第  号                                         

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。      

  令和４年２月  日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則               

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行催促（平成21年栃木県規則第46号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

 （所管行政庁が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項の規定により知事が必要

と認める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 住宅の構造及び設備が長期使用構造等である

旨が記載された確認書（住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下

「住宅品質確保法」という。）第６条の２第３

項に規定する確認書をいう。）又は住宅性能評

価書（同法第５条第１項に規定する住宅性能評

価書をいう。）の交付を受けた場合にあって

は、当該確認書若しくは当該住宅性能評価書又

はこれらの写し 

 (2) 略 

  

 

 

 (3)～(7) 略 

２ 省令第２条第３項の規定により知事が不要と認

める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 次に掲げる事項を明示することを要しないも

のとすることにより、省令第２条第１項の表１

又は表２の各項に掲げる図書に明示すべき事項

のすべてについて、明示することを要しないこ

ととなる同項の表１又は表２に掲げる図書 

  ア 前項第３号に規定する住宅型式性能認定書

の写しを添付した場合にあっては、長期優良

住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示

すべき事項のうち、当該住宅型式性能認定書

において、住宅性能評価の申請において明示

することを要しない事項として指定されたも

の 

イ 前項第４号に規定する型式住宅部分等製造

者認証書の写しを添付した場合にあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図

書に明示すべき事項のうち、当該型式住宅部

分等製造者認証書において、住宅性能評価の

申請において明示することを要しない事項と

して指定されたもの 

 （所管行政庁が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項の規定により知事が必要

と認める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 法第６条第１項第１号に掲げる基準に適合し

ている旨を証する書類（住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下 

「住宅品質確保法」という。）第５条第１項に

規定する登録住宅性能評価機関が交付したもの

に限る。）の交付を受けた場合にあっては、当

該書類 

 

 

 (2) 略 

 (3) 住宅品質確保法第５条第１項の規定による住

宅性能評価書の交付を受けた場合にあっては、

当該住宅性能評価書の写し 

 (4)～(8) 略 

２ 省令第２条第３項の規定により知事が不要と認

める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 次に掲げる事項を明示することを要しないも

のとすることにより、省令第２条第１項の表  

    の各項に掲げる図書に明示すべき事項

のすべてについて、明示することを要しないこ

ととなる同項の表     に掲げる図書 

  ア 前項第４号に規定する住宅型式性能認定書

の写しを添付した場合にあっては、長期優良

住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示

すべき事項のうち、当該住宅型式性能認定書

において、住宅性能評価の申請において明示

することを要しない事項として指定されたも

の 

イ 前項第５号に規定する型式住宅部分等製造

者認証書の写しを添付した場合にあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図

書に明示すべき事項のうち、当該型式住宅部

分等製造者認証書において、住宅性能評価の

申請において明示することを要しない事項と

して指定されたもの 

 

細則



（2） 号外第４号令和４（2022）年２月17日　木曜日 栃 木 県 公 報

 

○長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部改正 

 

栃木県規則第２号                                         

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。      

  令和４年２月17日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規則               

長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成21年栃木県規則第46号）の一部を次のように改正

する。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

 （所管行政庁が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項の規定により知事が必要

と認める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 住宅の構造及び設備が長期使用構造等である

旨が記載された確認書（住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下

「住宅品質確保法」という。）第６条の２第３

項に規定する確認書をいう。）又は住宅性能評

価書（同法第５条第１項に規定する住宅性能評

価書をいう。）の交付を受けた場合にあって

は、当該確認書若しくは当該住宅性能評価書又

はこれらの写し 

 (2) 略 

  

 

 

 (3)～(7) 略 

２ 省令第２条第３項の規定により知事が不要と認

める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 次に掲げる事項を明示することを要しないも

のとすることにより、省令第２条第１項の表１

又は表２の各項に掲げる図書に明示すべき事項

のすべてについて、明示することを要しないこ

ととなる同項の表１又は表２に掲げる図書 

  ア 前項第３号に規定する住宅型式性能認定書

の写しを添付した場合にあっては、長期優良

住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示

すべき事項のうち、当該住宅型式性能認定書

において、住宅性能評価の申請において明示

することを要しない事項として指定されたも

の 

イ 前項第４号に規定する型式住宅部分等製造

者認証書の写しを添付した場合にあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図

書に明示すべき事項のうち、当該型式住宅部

分等製造者認証書において、住宅性能評価の

申請において明示することを要しない事項と

して指定されたもの 

 （所管行政庁が必要と認める図書等） 

第２条 省令第２条第１項の規定により知事が必要

と認める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 法第６条第１項第１号に掲げる基準に適合し

ている旨を証する書類（住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成11年法律第81号。以下 

「住宅品質確保法」という。）第５条第１項に

規定する登録住宅性能評価機関が交付したもの

に限る。）の交付を受けた場合にあっては、当

該書類 

 

 

 (2) 略 

 (3) 住宅品質確保法第５条第１項の規定による住

宅性能評価書の交付を受けた場合にあっては、

当該住宅性能評価書の写し 

 (4)～(8) 略 

２ 省令第２条第３項の規定により知事が不要と認

める図書は、次のとおりとする。 

 (1) 次に掲げる事項を明示することを要しないも

のとすることにより、省令第２条第１項の表  

    の各項に掲げる図書に明示すべき事項

のすべてについて、明示することを要しないこ

ととなる同項の表     に掲げる図書 

  ア 前項第４号に規定する住宅型式性能認定書

の写しを添付した場合にあっては、長期優良

住宅建築等計画の認定申請に係る図書に明示

すべき事項のうち、当該住宅型式性能認定書

において、住宅性能評価の申請において明示

することを要しない事項として指定されたも

の 

イ 前項第５号に規定する型式住宅部分等製造

者認証書の写しを添付した場合にあっては、

長期優良住宅建築等計画の認定申請に係る図

書に明示すべき事項のうち、当該型式住宅部

分等製造者認証書において、住宅性能評価の

申請において明示することを要しない事項と

して指定されたもの 

 

 

 (2) 略 

 

第３条 略 

 

 （自然災害基準） 

第４条 法第６条第１項第４号に規定する自然災害

による被害の発生の防止又は軽減に関する基準

は、申請に係る建築物が次に掲げる区域内に存し

ないこととする。 

 (1) 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第

３条第１項に規定する地すべり防止区域 

 (2) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律（昭和44年法律第57号）第３条第１項に規定

する急傾斜地崩壊危険区域 

 (3) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）

第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域 

 

（認定しない旨の通知） 

第５条 知事は、法第５条第１項から第５項までの

規定による認定の申請（以下「認定の申請」とい

う。）があった場合において、当該申請に係る長

期優良住宅建築等計画が法第６条第１項各号に定

める基準に適合しないことを認めたとき又は法第

６条第４項において準用する建築基準法第18条第

14項の規定による通知書（同法第６条第１項に規

定する建築基準関係規定（以下「建築基準関係規

定」という。）に適合しない旨の通知書に限

る。）の交付を受けたときは、認定しない旨を当

該申請者に通知するものとする。 

 

第６条・第７条 略 

 

（長期優良住宅建築等計画の変更への準用） 

第８条 前３条の規定は、法第８条第１項の認定に

ついて準用する。この場合において、第５条中 

「法第５条第１項から第５項まで」とあるのは

「法第８条第１項」と、「法第６条第１項各号」

とあるのは「法第８条第２項において準用する法

第６条第１項各号」と、「法第６条第４項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第４項」と、第６条中「法第６条第２項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第２項」と、「省令第２条第１項」とあるのは

「省令第８条」と読み替えるものとする。 

 

第９条・第10条 略 

 

 （許可申請書に添付する図書又は書面） 

第11条 省令第18条第１項の規定により知事が定め

 (2) 略 

 

第３条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（認定しない旨の通知） 

第４条 知事は、法第５条第１項から第３項までの

規定による認定の申請（以下「認定の申請」とい

う。）があった場合において、当該申請に係る長

期優良住宅建築等計画が法第６条第１項各号に定

める基準に適合しないことを認めたとき又は法第

６条第４項において準用する建築基準法第18条第

14項の規定による通知書（同法第６条第１項に規

定する建築基準関係規定（以下「建築基準関係規

定」という。）に適合しない旨の通知書に限

る。）の交付を受けたときは、認定しない旨を当

該申請者に通知するものとする。 

 

第５条・第６条 略 

 

（長期優良住宅建築等計画の変更への準用） 

第７条 前３条の規定は、法第８条第１項の認定に

ついて準用する。この場合において、第４条中 

「法第５条第１項から第３項まで」とあるのは

「法第８条第１項」と、「法第６条第１項各号」

とあるのは「法第８条第２項において準用する法

第６条第１項各号」と、「法第６条第４項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第４項」と、第５条中「法第６条第２項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第２項」と、「省令第２条第１項」とあるのは

「省令第８条」と読み替えるものとする。 

 

第８条・第９条 略 

 

 

 

 



（3）号外第４号栃 木 県 公 報令和４（2022）年２月17日　木曜日

 

 (2) 略 

 

第３条 略 

 

 （自然災害基準） 

第４条 法第６条第１項第４号に規定する自然災害

による被害の発生の防止又は軽減に関する基準

は、申請に係る建築物が次に掲げる区域内に存し

ないこととする。 

 (1) 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第

３条第１項に規定する地すべり防止区域 

 (2) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律（昭和44年法律第57号）第３条第１項に規定

する急傾斜地崩壊危険区域 

 (3) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）

第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域 

 

（認定しない旨の通知） 

第５条 知事は、法第５条第１項から第５項までの

規定による認定の申請（以下「認定の申請」とい

う。）があった場合において、当該申請に係る長

期優良住宅建築等計画が法第６条第１項各号に定

める基準に適合しないことを認めたとき又は法第

６条第４項において準用する建築基準法第18条第

14項の規定による通知書（同法第６条第１項に規

定する建築基準関係規定（以下「建築基準関係規

定」という。）に適合しない旨の通知書に限

る。）の交付を受けたときは、認定しない旨を当

該申請者に通知するものとする。 

 

第６条・第７条 略 

 

（長期優良住宅建築等計画の変更への準用） 

第８条 前３条の規定は、法第８条第１項の認定に

ついて準用する。この場合において、第５条中 

「法第５条第１項から第５項まで」とあるのは

「法第８条第１項」と、「法第６条第１項各号」

とあるのは「法第８条第２項において準用する法

第６条第１項各号」と、「法第６条第４項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第４項」と、第６条中「法第６条第２項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第２項」と、「省令第２条第１項」とあるのは

「省令第８条」と読み替えるものとする。 

 

第９条・第10条 略 

 

 （許可申請書に添付する図書又は書面） 

第11条 省令第18条第１項の規定により知事が定め

 (2) 略 

 

第３条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（認定しない旨の通知） 

第４条 知事は、法第５条第１項から第３項までの

規定による認定の申請（以下「認定の申請」とい

う。）があった場合において、当該申請に係る長

期優良住宅建築等計画が法第６条第１項各号に定

める基準に適合しないことを認めたとき又は法第

６条第４項において準用する建築基準法第18条第

14項の規定による通知書（同法第６条第１項に規

定する建築基準関係規定（以下「建築基準関係規

定」という。）に適合しない旨の通知書に限

る。）の交付を受けたときは、認定しない旨を当

該申請者に通知するものとする。 

 

第５条・第６条 略 

 

（長期優良住宅建築等計画の変更への準用） 

第７条 前３条の規定は、法第８条第１項の認定に

ついて準用する。この場合において、第４条中 

「法第５条第１項から第３項まで」とあるのは

「法第８条第１項」と、「法第６条第１項各号」

とあるのは「法第８条第２項において準用する法

第６条第１項各号」と、「法第６条第４項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第４項」と、第５条中「法第６条第２項」とあ

るのは「法第８条第２項において準用する法第６

条第２項」と、「省令第２条第１項」とあるのは

「省令第８条」と読み替えるものとする。 

 

第８条・第９条 略 

 

 

 

 

 

 別記様式第１号中「（第６条関係）」を「（第７条関係）」に、「第６条の」を「第７条の」に改める。 

 別記様式第２号中「（第８条関係）」を「（第９条関係）」に、「第８条第１項」を「第９条第１項」に改

める。 

 別記様式第３号中「（第８条関係）」を「（第９条関係）」に、「第８条第２項」を「第９条第２項」に改

める。 

 別記様式第４号中「（第９条関係）」を「（第10条関係）」に、「第９条の」を「第10条の」に改め、同様

式の次に次の２様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る図書又は書面は、次のとおりとする。 

(1) 付近見取図 

(2) 配置図 

(3) 各階平面図 

(4) 床面積求積図 

(5) ２面以上の立面図 

(6) ２面以上の断面図 

(7) 敷地面積求積図 

(8) その他知事が必要と認める図書又は書面 

 

 （申請の取下げ） 

第12条 法第18条第１項の許可の申請をした者は、

許可を受ける前に当該申請を取り下げようとする

ときは、取下申出書（別記様式第５号）により、

その旨を知事に申し出なければならない。 

 

 （取りやめる旨の申し出） 

第13条 法第18条第１項の許可を受けた者は、当該

許可に基づく建築を取りやめようとするときは、

遅滞なく、取りやめ申出書（別記様式第６号）に

省令第18条第２項の許可通知書を添えて、その旨

を知事に申し出なければならない。 

 

第14条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10条 略 



（4） 号外第４号令和４（2022）年２月17日　木曜日 栃 木 県 公 報

別記様式第５号（第12条関係） 

取 下 申 出 書 

 

年  月  日  

 

栃木県知事        様 

 

住 所 又 は            

主たる事務所の所在地            

氏 名 又 は 名 称            

代 表 者 の 氏 名            

 

  下記の許可の申請を取り下げたいので、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則第12条の規定に

より申し出ます。 

記 

１ 容積率の特例に係る許可申請受

付番号 
第     号 

２ 容積率の特例に係る許可申請受

付年月日 
年  月  日 

３ 許可の申請に係る住宅の位置 

 

 

４ 取下げの理由 

 

 

５ 備考 

 

 

※受付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 許可の申請をした者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 



（5）号外第４号栃 木 県 公 報令和４（2022）年２月17日　木曜日

別記様式第６号（第13条関係） 

取 り や め 申 出 書 

 

年  月  日  

 

栃木県知事        様 

 

住 所 又 は            

主たる事務所の所在地            

氏 名 又 は 名 称            

代 表 者 の 氏 名            

 

  容積率の特例に係る許可に基づく住宅の建築を取りやめたいので、長期優良住宅の普及の促進に関する法

律施行細則第13条の規定により申し出ます。 

記 

１ 容積率の特例に係る許可番号 

 
第     号 

２ 容積率の特例に係る許可年月日 

 
年  月  日 

３ 許可に係る住宅の位置 

 

 

４ 備考 

 

 

※受付欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 許可を受けた者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 



（6） 号外第４号令和４（2022）年２月17日　木曜日 栃 木 県 公 報

発 行 人　　栃　　　木　　　県 〒320-8501 宇都宮市塙田１丁目１番20号　販売価格１か月3,120円
印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒321-0904 宇都宮市陽東５丁目９番21号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）
 

   附 則                                            

 この規則は、令和４年２月20日から施行する。                            

                                          
（住宅課）  


